途上国の産業発展を理解する新視点 -- 生産資源の再配分と経営慣行 (分析リポート) by 町北 朋洋
途上国の産業発展を理解する新視点 -- 生産資源の
再配分と経営慣行 (分析リポート)
著者 町北 朋洋
権利 Copyrights 日本貿易振興機構（ジェトロ）アジア
経済研究所 / Institute of Developing
Economies, Japan External Trade Organization
(IDE-JETRO) http://www.ide.go.jp
雑誌名 アジ研ワールド・トレンド
巻 246
ページ 46-53
発行年 2016-03
出版者 日本貿易振興機構アジア経済研究所
URL http://hdl.handle.net/2344/00002999
アジ研ワールド・トレンド No.246（2016. 4）　　46
分析リポート
本稿は企業内の諸制度・経営慣
行が実は一国の経済パフォーマンスをも左右しうるという考えに立ち、必ずしも経済学を専門としない読者が経済発展の源泉を理解するための一視点を提供する。それは今後、 途上国・新興産業発展を分析する際に、欠かせない視点となりつつある。
具体的には以下の二種類の研究
を紹介する。第一に マクロ経済学・経済成長理論における最近の発見を紹介し、企業パフォー ンスから一国の経済パフォーマンスまでが生産資源の再配分と関わっていることを示す。第二に、インサイダー・エコノメトリクスと呼ばれる研究手法 得られつつある研究成果を紹介することで、企業内の諸制度・経営慣行が企業内の生産資源の再配分を促 重要な
生産技術であることを示す。最後に途上国・新興国の企業研究へのレッスンを導き、本稿を要約する
近年、新興国・途上国と呼ばれ
る国々のうち、著しい経済成長を遂げた国々についての企業レベルの分析が盛んに行われている。低成長に留ま を取り上げた分析、開発途上国から先進国への転換が難しい「中進国（中所得国）の罠」と呼ばれる現象を正面から取り上げた分析も現れた。
これら最近の分析に共通する特
徴は、企業 不均一性を念頭に置きながら企業レベルの個票を慎重に用いて、経済環境の変化が企業のアウトカムに与える影響を注意深く推定するという点にある。企業は外部経済環境の変化に対し経営慣行を駆使し、どのよ に生き残っているのか。次にみ こう。
●新しい視点とは何か
経済発展の両輪は消費者と企業
であるものの、家計行動・労働供給の開発ミクロ計量経済分析の蓄積に比して、これまで企業 の分析は後れを取っていた。企業動のミクロ計量分析が進むことで、われわれは経済発展における企業の役割を正しく認識できる。
同時に、家計の労働供給の前提
となる雇用水準を最終的に決定するのは企業である。経済発展が進行し、経済環境の変化にともなって、企業 新規参入と退出パターンにも大きな変化が生まれ 参入と退出に変化がなくとも、企業内で製品バラエティ 入れ替えを通じ、一企業が抱え得る製品バラエティの範囲には大きな変化があり得る。市場に評価されない旧品の代わりに新製品が投入されな
ければ、企業は退出を迫られるだろう。企業そのものが退出間近でなくても、仮に旧製品と新製品設計の間には巨大な断絶があり、新製品開発と販売には新しい種類のスキルや人材が必要だとすれば、製品の入れ替え頻度、数量 応じて労働者に大きな影響が出る。
さらに、こうした雇用創出・削
減の源泉たり得る レベルの需要環境は、国際貿易を通じて大きく変化し得る。製品の輸出可能性が高まるとともに、生産量が拡大すれば当該企業 雇用創出は進み得るだろうし、競合す 製品の輸入浸透によって価格支配力（マークアップ）を低めざ を得ないか、需要低下とともに雇用削減あるいは再訓練、配置転換、賃金低下、一時帰休が選ばれる。
企業の退出はもちろん、一企業
内の製品バラエティの淘汰すらも、雇用を通じて労働者の経済厚生大いに影響を与え得る。こ ため、経済発展にともなう経済厚生、所得分配を理解するためにも、どういった企業がより淘汰されやすいのかという参入退出 関わる話題と、個別企業内の生産活動 変化に関わる話題の両方 扱う必要が生じてきた。
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そして今、企業が直面する制約
が何で、その制約が経済発展とともにどう変わり、 「変化の激しい外部環境制約を企業内部で緩和し、生産資源を再配分するためには、どのような経営慣行が選ばれるべきなのか」という視点の重要性が学術的に高まりつつある。経済発展と価格変動が同時に激しく進行すれば、個別企業にとっての不確実性が著しく増し、不確実性への対応能力こそが企業成長を決める。高い経済成長を遂げた国々、中進国に留まる国々、 て低開発の国々における企業の経営慣行・内部組織の諸制度を子細にみれば、外部環境の変化をどのように企業内部で吸収しているか、その姿浮き彫りにできる ではないか。●生産資源の再配分と一 の
経済パフォーマンス同一産業内の、しかも極めて同
質的な財を生産していると考えられる企業間でも、実は大きな生産性格差が存在することが認識されて久しい。それはなぜなのか。答を得るため、近年、産業組織論、労働経済学、開発経済学 ど応用ミクロ経済学やマクロ経済学において、効率的な資源配分と生産性
上昇が結び付けられて考察されるようになった（参考文献①） 。
例えば全米を三〇〇程度の都市
圏に分割し、生産工程が標準化された生コンクリート製造企業であっても、生産性は広く分布しており、生産性で順位付けた上位の一〇％企業と下位一〇％企業の生産性格差は約二倍にいたることを見出した研究がある（参考文献②） 。また、この研究は競合他社が多い都市圏ほど、平均生産性が高 ことを見出しているし、生産工程の標準化が進み、製品差別化が行いにくい 考えられる財 たとえばセメント、黒鉛、白パン 氷に広げて考えても、同一業種内の生産性格差は残り、それは大きいことも発見されている（参考文献③） 。また中国とインド お て 企業間の生産 アメリカよりも大きく、生産性でみて上位の一〇％企 と下位一〇％企業の生産性格差は約五倍に いたることも発見されている（参考文献④） 。
それでは生産性の源泉はいった
い何で、生産性格差はどこから生じるのだろうか。最近の研究成果は参考文献⑤⑥にまとめられている。特に文献⑥は 多数の研究事例を企業組織の内部環境要因と外
部環境要因の二つに分け、これらの企業差と生産性格差がどの程度強く結びついているかを概説した。
そこでは、組織の内部環境の差
として、経営管理手法の差、投入される労働と資本の質の違 、情報通信技術と研究開発投資、学習効果、新製品開発 企業 垂直統合などの差が想定されている。反対に外部環境の違いで生産性格差を説明しようとする時、知識波及による生産性上昇効果、市場競争圧力の拡大による低生産性企業の自然淘汰効果、自由化または規制緩和、そして適切な規制による生産性上昇への誘導効果が想定される。さらに競争は生産要素市場を効率的かつ柔軟な方向に仕向け、再配分を促す効果も持つため、要素市場を通じた生産性の上昇効果を認識することも重要だ。
そこで、生産資源の再配分につ
いてより詳細にみよう。先ほど紹介した参考文献④は、インドと中国ではアメリカよりも大きな生性格差が観察される理由として、インドと中国の市場では取引費用が大きいことをあげ い 。つまり、大きな取引費用 存在は参入と退出 効率的には行われ ないことを意味する。インドと中国
では潜在的参入企業も含めた企業間において生産資源が効率的に配分されていないために、アメリカに比して低生産性企業の比率が高く、非効率な企業が温存される。その結果、生産性分布の左裾が広く厚いという仮説だ。
著者のシーとクレノウはこの仮
説を検証するため、インドと中国の工場レベルのデータを用いてアメリカをベンチマークとし インドと中国における労働と資本の限界生産性を測定したところ、詳細な産業分類を用いてもなお、産業内で大きな生産性格差があ とを発見した。労働と資本それぞれの限界生産性が低い企業であっても市場から退出していない。このことから、インドの場合は参入退出に関する規制、中国の場合は国営企業の存在など、市場への公的な介入によって自然淘汰が歪められているため 、大きな生産性格差が生じていると解釈できる。
そこで相対的に人為的介入が薄
いとされるアメリカと同程度に、インドと中国でも労働と資本の限界生産性が仮に実現し すれば、両国ではどの程度の生産性上昇が実現するかを計測した。その結果、インドの場合、製造業
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全要素生産性は四〇～六〇％向上し、中国の場合、三〇～五〇％向上すると推測された。このように、規制や国営企業 存在と非効率な企業の温存が強く結び付いた結果、資源配分が非効率に留まっているために、結果としてマクロレベルの生産性を低めてしまう。従って、経済成長に負の影響を与える。この研究によって、経済発展についての国際比較研究を進める時、規制や公的介入とい た一国の経済制度のありようがどの程度 歪みを抱え得るかを計測することの重要性が再認識されること な 。
なぜ低所得国でこのような歪み
が生じるのか。具体的にどのような歪みが資本と労働投入の限界生産性を低めているのか。シーとクレノウは、国際間における資本と労働投入の限界 産物 格差、そして全要素生産性の格差が、資本と労働投入に関する非効率な資源配分など、制度的、政策的特徴からいったいどの程度説明できるかを調べた。その際、資本に関しては高所得国に比して低所得国で投資比率が低 ので資本 限界生産性は高いものの、高所得国に比べ国内における投資コストが高くつくために、投資コストを考慮に
入れた資本の限界生産性は低いことを見出した。
低所得国では、家計が直面する
機会費用も考慮に入れた教育費用が高く、労働投入の質を示す就学率が低い。シーとクレノウは、これらを併せて考えると、低所得国では全要素生産性が低いため 、高所得国に比して資本と労働投入の限界生産性も低下する間接効果が生じると推測した。そのう で、企業と産業の全要素生産性の格差の背後には非効率な資源配分が大いにあり得ると結論した。●先進国ではどうか
生産要素の資源配分が全要素生
産性の格差と結びつきやすいのは、低所得国に限らな 。アメリカでの実証研究によれば製造業企業の生産性成長は、⑴存続企業の生産性成長、⑵存続企業の市場シェアの伸び、⑶参入企業と退出企業が持つ生産性の三種類に分解できる。特に、存続企業の市場シェア 伸びと参入・退出企業が持つ生産性の寄与分は 資源再配分による貢献とみなされている。ここからは、参入・退出企業の生産性が製造業企業全体の生産性成長に対する貢献分は小さいことが かった。そ
して高生産性企業の市場シェアが拡大する一方、低生産性企業の市場シェアが縮小したことが生産性成長に寄与 た（参考文献⑦） 。また、この研究は、 と平均賃金支払いの間に強い正の相関関係があることを明らかにした。
別のアメリカの研究は製造業工
場の全要素生産性 を分解し生産物のシェアの変更 工場の新規参入・退出効果で生産性成長の半分以上を説明できる、という大胆な結果を導いた（参考文献⑧） 。既存工場の純粋な生産性上昇効果よりも、付加価値の高い生産物に生産がシフトしていく効果と、高生産性工場の参入と低生産性工場の退出による効果が組み合わされ、全要素 の成長に寄与することが明らかとなった。つまり、資源再配分効果への配慮 いっそう重要であることを明らかにした。この研究が注目した付加価値の高い生産物へのシフト、そして工場の参入と退出にあたっては、特生産資源が移転されやすく の効率性 多寡が生産性成長を決定的に左右すると考えられる。
一方、労働市場の機能に踏み込
んだ研究も蓄積され始めた。問いは三つだ。第一に、生産性格差は
いったいどの程度、労働力の質の差を反映したものかという問いだ。第二に、労働市場は生産性の低い労働者から高い労働者への資本の再配分機能をどの程度有するのか。第三に資源再配分過程と労働移動、賃金上昇は互いにどのような関係にあるかという問いだ。これらの問いを定式化できれば、資源再配分を通じ、生産性格差は、結局所得格差をどの程度規定するかという重要な課題に接近し得る。
この資源再配分効果について、
より頑健な証拠 得るため、レンツとモーテンセンによる研究をみよう。彼らの研究は企業の新製品導入にともなう生産性成長 調べたものである。解雇規制の弱いデンマークを対象に、事業所レベルのデータを用いて生産性成長を特徴づける構造パラメターを推定したものだ（参考文献⑨⑩） デンマークでは、解雇規制が弱く、企業内外の労働資源の再配分に関して、少なくと 短期的には摩擦が少ない。労働資源 再配分が生産性成長に与える寄与度に注目する場合、デンマークは良い実験室だ。
彼らは生産性が高く、良質な製
品を生産する企業は 他の企業から生産資源を惹きつけやすいと考
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える。一方で、生産性の高い企業が投入した新製品は遅かれ早かれ模倣され より安い費用で生産し得る競合相手の に市場を奪われ、置き換えられる。この現実を踏まえ と、企業 生産性成長は製品レベルで決定されると考えた方がよく、既存の製品と新製品導入だけでなく、製品の撤退、置き換 も生産性成長に計上するのが正しい。
デンマークの事業所のデータを
用いて定常状態における生産性成長率を分解すると、低生産性企業から高生産性企業への資源配分持つ寄与 が五三％であった このような高所得国においても 生産性成長率の半分強を資源再配分がしめており、生産性成長と資源配分の効率性をむすびつけることは一般的に重要であるといえる。
最後に、ジョーンズの国際比較
研究を紹介しよう。彼は最も豊かな国の一人あたり所得は、最も貧しい国の所得の五〇倍以上に相当する事実を指摘したうえで、生産リンケージと企業間 補完性 二つが、国際間における極めて大きな所得格差を説明するような理論モデルを作成した（参考文献⑪） 。そこでは、中間投入財の生産、販
売、購入を通じた企業間の生産リンケージは、経済全体で大きな乗数効果を生み、これは資本蓄積と同様の効果を持つ。次に、生産リンケージに組み込まれた中間投入財同士の補完性が強い場合、生産リンケージのどこかで問題が起きた場合、生産リンケージ全体に影響が及ぶ。この二つの論理を用れば、生産資源配分に歪みが生じた場合、歪みが乗数効果を持ちながら経済全体に波及することで各国の経済水準が決まり、豊かな国と貧しい国の間の一人あたり所得の格差を説明しうる。
ジョーンズは上記の枠組みをア
メリカ、日本、中国の産業連関表に適用し、資源配分に関する歪みで国際間の所得格差を説明する研究を進めた（参考文献⑫） 第一に、各国の中 投入財シェアが大きければ、乗数効果が大きくなこと、第二に、生産性 変化が産出に与える影響はこ 乗数効果に一致することを理論的に明らかにした。次 現実の投入・産出行列が各国で類似してい こと 見出したうえで、生産された中間投入財の販売・調達に摩擦が生じている場合の効果を検討した。つまり
中間財の資源配分に関して歪みが生じている場合には、産業連関の各段階で産出量が減るため、乗数効果を通 、経済全体の産出水準が低下し、一人あたり所得が低下すること 見出した。こうした研究によって、資本や労働といった要素配分の歪みと並ん 中間財の資源配分に関する歪みもま 、経済水準、経済成長に負の影響を与えることが明らか なっている。●インサイダー・エコノメト
リクスという研究手法それでは、企業内外の生産資源
はどのように日々再配分され、資本と労働の組み合わせが日々新に実現しているのだろうか。生産資源の再配分の質を左右しているのは企業内の諸制度・経営慣行に疑いない。
ここで企業内の諸制度や経営慣
行を生産技術と捉えれば、経済成長モデルから単純ながら重要なレッスンを引き出すこ が可能となる。資本生産性が成長率を決めるＡＫモデルや、研究開発・模倣を織り込んだ内生成長モデルの背後には、企業内の諸制度の差異、経営慣行の差異があり、これら企業内の慣行が生産性の差のみならず、
一国の経済パフォーマンスの差異をもたらし得ると考えることができる。同時に、外生的な技術進歩を仮定する新古典派成長モデル（ソローモデル）が示唆するように、優れた経営慣行が途上国に伝播することが収斂 すと考えることもできる。
経済成長理論や、集計変数間の
相互作用を分析するマクロ経済学では、一国レベルの技術進歩率の計測が一大関心事であ の 同じく、企業成長の分析においても全要素生産性の計測が重大な関心事である。しかし、いつまでも企業レベルの全要素生産性を計測しているだけでよいのだろうか。企業レベルの技術進歩についての政策的知識を得るため、技術そのものの量を測定し、企業技術が全要素生産性をどれくらい左右するかを定量的に推測する必要はないのか。
そうした要請を一部でも満たす
インサイダー・エコノメトリクスという手法が現れた。企業の生産工程・職場の注意深い観察と現場への丁寧な聞き取りに基づく実証仮説の作成、研究者自ら行う調査票の作成、詳細 生産・人事データの収集、これらを組み合わせて企業内の諸制度・慣行を技術と考
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え分析するという壮大なものだ（参考文献⑬⑭） 。同時に企業・組織経済学の精緻化によって企業内の諸慣行の補完関係が明らかにされつつあるし、特に内部労働市場の分析と企業レベル 戦略的行動を組み合わせる視点も出てきた（参考文献⑮） 。
ここでひとつの先駆的研究を紹
介することで、インサイダー・エコノメトリクスの利点を示したい。先駆的研究とは、イクニオスキ・ショー・プレヌシによるアメリカの鉄鋼メーカーの製造ラ ンを対象とした事例研究であ （参考文献⑯） 。 における生産工程のうち、最終仕上げ工程注目し、一七社の計三六ラインから協力を得て、六～七年にわたる月次生産データを得た この研究は、生産ラインを子細に観察し、企業レベルあるいは レベルの人的資源管理のあり方 一種の生産技術と考えた。
そこでの問いは、インセンティ
ブ給から採用・選抜・昇進、チームワーク醸成、配置転換、訓練、雇用保障、そして労働組合の結成など多様な人的資源管理の手法が生産性向上に対し、どの程度相互補完性を持つのか、と極め 基本
的なものだ。
分析の結果、より柔軟な労働慣
行を複数同時に採用した企業・工程でこそ、生産性 伸びが大きかった。当時のアメリカの工場では、職務が狭く限定され、固定給で、労働者監督が厳格という管理 あり方が伝統的・支配的であったものの、こうしたシステムから「大きく」決別した企業 工程は生産性向上という利益を得た。
つまり、給与決定から職務範囲
の決定、それを支えるチームワーク、訓練に至るまで 幅広い人的資源管理手法は補完性を持つため、システムとして導入さ な 限り効果は薄い。この研究の要点は、個別の人的 のうち、相性の良い物同士が組み合わされ、システムとして企業の生産技術に変換されるという考え方に実証的証拠を与えたこ だ。この研究から得られるレッスンはこうだ。人的資源管理には、何か唯一の革新的で魔法のような解はない。それよりも、柔軟な生産体制を選ん場合には、人間を部品のように扱うのではなく 人的資源管理の全体こそを柔軟に設計する方向 考えた方がよい、という主張だ。
インサイダー・エコノメトリク
スはその後、多様な展開をみせる。代表的な研究はイクニオスキとショーによる概説（参考文献⑰）にまとめられていて、ラジアーによる自動車のフロントガラス交換サービスを提供する会社におけるインセンティブ給 役割の研究考文献⑱） 、ハミルトン・ニカーソン・大湾による縫製工場で チーム生産の導入が生産性に与える影響を調べた研究（参考文献⑲）が先駆的で、経済理論の直接的検証でもあり、豊かな含意を持つ。●経営慣行を測って比較する
こうした企業内部の経営慣行を
現場の知識に基づき丁寧に抽出し、その生産性効果を推定するというインサイダー・エコノメトリクスの手法と研究成果は新しい研究潮流を触発した。ブルームとリーネンの研究だ。
彼らは電話調査を使って、企業
内部で採用されている経営管理手法を「直接聞き取る」という方法で一企業内の経営慣行を測定した（参考文献⑳） 。彼らは、ビジネススクールの学生による電話調査チームを編成し、アメリカ、イギリス、ドイツ、フランス先進四カ国の中堅約七三〇社へ インタビュ
ーを敢行した。経営コンサルタントの指導の下、電話調査チームは二度にわたる電話調査の回答の様子をそれぞれ得点化 、経営慣行スコアを企業毎に作成 インタビューは 重盲検法を模 設計とした。
どういう設計か。調査対象企業
は中堅企業であるため、電話調査チームは当該企業のこと よく知らない。また、回答す 企業側も自分自身の回答が点数化されているなど知らないという設計だ。約四五分間の電話調査の内容は、生産管理の実情に始まり、生産物と生産チームのモニタリング、社内での目標設定・共有 達成度 そしてインセンティブ給など人的資源管理の有無など一八項目 至る。いわゆるリー 生 と呼ばれる無駄のない経営慣行には、高得点が与えられる調査となっている。
この電話調査によって次の三点
が明らかになった。第一に、経営慣行の得点と企業パフォーマンス（生産性、収益率、トービンＱ指標、生存確率）には強い正相関があること。第二に、先進四カ国の間でも経営慣行の得点 格差があり、欧州よりもアメリカ 無のない操業を行っている企業が多
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いこと。ただし、各国内での得点のバラツキも大きく、それは無駄の多い経営を行っている企業が多数あることからもたらされていること。最後に、生産物市場での競争が緩やかである場合や、同族企業内で長男に権限を委譲する場合には、無駄の多い経営がみ れることが分かった。
権限移譲のあり方が経営慣行と
結びついており 経営慣行が生産性など企業パフォーマンス 相関を持つという発見をもたらしたこの電話調査手法は、因果関係の検出にまでは踏み込んでいないものの、システマチックに「直接聞く」こと は大きなメリットがあり、革新的な調査として認識された。しかし残された課題が二つあった。第一に、経営慣行が生産性を本当に左右する かという問題だ。第二に、権限移譲を左右するものは果たして何か という問題だ。この二つが解明されることで、意思決定 分権化の度合いといった組織構造の差異が経営慣行の質と生産性を左右するという経路と無駄のない経営慣行が生産性 差をもたらすという経路が明確に区別されるこ となる。
そこで、経営慣行が生産性を左
右するのかという第一の問いに対しては、ブルームらがインドの織物工場を対象にしてモダンな経営管理手法の導入実験を敢行し、無駄のない経営慣行の導入による生産性の増分が一年間で一七％う答えを出した（参考文献㉑） 。また、生産性が情報通信技術入からもたらされたかどうかをみるとき、アメリカ企業に買収された欧州企業と、そうではない欧州企業を比較し 情報通信技術の導入と補完的な「アメリカ流の」人的資源管理が導入された際に、業の生産性が高ま ことを見出す研究もブルームらによって行われた（参考文献㉒） 。
次に、第二の問い、権限移譲を
左右するものは何かについてもブルームとサドゥン、リーネンによって詳細な研究が行われた。権限移譲のあり方 経営の無駄が結びついているという先行研究の観察を一歩進め、アメリカ、欧州、アジアから約四〇〇〇社の協力を得て、投資・採用・生産・販売など意思決定の権限が本社から工場長に移譲されて分権化が進む条件を突き止めようとした（参考文献㉓） 。ここでも工場長に「直接聞く」という方針が維持され、次の
二つの発見があった。第一に、企業内部では多国籍企業の投資元と投資先の間 信頼度が高い場合に、海外本社から工場長へ権限移譲が進むこと。第 に、トップからの権限委譲が企 成長を促し、成長企業に資源が新たに再配分されるため、信頼の蓄積が 会的な全要素生産性を左右することだ。●途上国企業研究への新視点
本稿の問いに戻ろう。途上国・
新興国の産業発展を分析する際、本稿で紹介した企業・組織経済学研究からどのような視点 得られるだろうか。三点ある。
第一に途上国・新興国 産業発
展のメカニズムを知るうえでは価格形成や、価格支配力（マークアップ指標）についていっそう理解を深める必要があ 。なぜ 外国からの技術移転 恵まれ、グローバルな取引に参加でき 企業がある。同時に、比較的安価な中間財を調達し、豊富で安い労働力を組み合わせ、安価で質の低い製品を供給することで生存している多数の企業がいる。これらが並存していることが、途上国・新興国ひとつの特徴だからだ
それでは価格支配力を左右する
企業内の諸制度・経営慣行・戦略とは何か。価格支配力を高めるためには、どのような経営管理手法が選ばれるべきか。これらの問いは、途上国企業の競争論理を明らかにするうえで決定的に重要 探究だ。
第二に、途上国・新興国の産業
発展のメカニズムを知るうえで内部組織、特に内部労働市場の分析が非常に重要だ。なぜか。人的資源管理に代表される企業内の諸制度・経営慣行とは 究極的 はヒトと資本を結びつける配置技術だ。その成否は労働者能力について業が得る情報の質と量に決定的に依存するからだ（参考文献⑭） 。
大胆にいえば、途上国・新興国
企業では、配置技術が問題になるような質の高い生産物や顧客との長期的な関係が重要な生産物を生産していないがために、内部労働市場が十分発達していな 可能性がある。その場合、企業内訓練から得られる利益も小さ 。企業への定着も進まないために労働者能力についての情報を企業が十分集められず適切な配置が行えず、生産性が低いままとなる。良質な生産物を生産する道は遠い。
こう考えると、途上国・新興国
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企業の内部組織の経営慣行が企業レベルの価格支配力と内部労働市場の質のあり方と相互依存関係にあることが分かる。途上国・新興国の産業発展を理解するには、企業の競争戦略を規定している価格形成と人的資本形成 両方を分析する必要がある。
最後に、途上国・新興国におい
て金融市場へのアクセス費用、中間財調達・販売の費用が高い時に、どのような内部組織 諸制度・経営慣行が選ばれるかも重 な視点だ。なぜなら、サプライチェーンにおける調達・販売費用が一国全体で大きい場合、その取引費用を内部で引き受けている企業は、仮に社会全体の取引費用が小さく分業の利益を生かせた場合、より成長できたはずと考えられ からだ。●まとめ
ほぼ同一種類の財、製品を生産
していると考えられる企業の間も、実は極めて大きな生産性格差が存在する。同時に、同程度のスキルを持つ労働者のなかにあっても、極めて大きな賃金格差がある。それらは企業特性・企業技術 よるところが大きいと考えられている。こうした生産性格差、賃金格
差を理解するためには、企業内部に立ち入った形で企業の諸制度・経営慣行 必要がある。
同時に、労働や資本など生産資
源の再配分 よって企業のパフォーマンスを超えて一国の経済パフォーマンスが大きく左右され得ることも明らかとなってきた。そうした生産資源の再配分を日々決定しているものは、企業内の諸制度・経営慣行に違いない。そこで、次に視点を一気に生産現場レベルに落として特定の 工程に密着したインサイダー・エコノメトリクスという研究手法の利点を紹介した。そして企業内の を統一的な尺度で測定 国際比較するという研究手法も紹介 た。
結局、経営慣行は技術と考えた
方がよく、企業内の諸制度・慣行のあり方が企業生産性を決定的に左右し、一国の経済パフォーマンスの差すらも説明し得ることが明らかとなった。また企業内の経営慣行は、市場競争環境だけでなく他者への信頼 ど非市場的要素と考えられる社会資本の程度から左右されることを示した。
また途上国・新興国の産業発展
を我々が分析する際、途上国市場における生産物の価格支配力の論
理と人材の企業内配置技術の論理を解明することが今後重要であることを示した。産業・競争政策にとっても、企業の組織再編、訓練、新技術導入など、企業組織内における様々な慣行 解することの重要性は増している。
企業内部の諸制度に通じ、経営
慣行を測り比較すること、そして経営慣行という資源再配分の技術が持つ収益率をデータからあぶりだすこと。これらと経済厚生や政策効果の議論は深く直接結びついている。本稿やこ で取り上げた文献を用いて経済発展と組織の営慣行の関係を正しく認識することは政策立案者にとっても、今後基本的な視点とな（まちきた
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